小学校社会科における「裁判」導入の三つの方向性--方法レベルでの導入に着目して-- by 戸田, 善治 & TODA, Yoshiharu
第４章 小学校社会科における「裁判」導入の三つの方向性 
－方法レベルでの導入に着目して－ 
 
千葉大学教育学部 
 戸田善治  
 
Ⅰ．はじめに 
 近年、法曹改革および裁判員制度の導入をきっかけとして、学校教育における法教育の
導入・充実が主張されている。法教育の導入・充実に際し、その主な舞台と想定されてい
るのが社会科である。なぜならば、法教育の教材となり得る法やルール、裁判は社会科の
教材でもあるからである。本稿では、社会的事象であり法教材の一つである「裁判」に注
目し、裁判を小学校段階においてどのように組み込むことが可能かを、目標レベル、内容
レベル、方法レベルという三つのレベルに即して整理することから始める。1 
 「裁判」を小学校社会科に導入する第一の方向性は、社会科の目標レベルで「裁判」を
組み込むものである。この場合、社会的事象である「裁判」をそれに関与する人々（裁判
官・裁判員、弁護人、検事など）に必要とされる知識・理解、技能・能力と捉え、既存の
社会科の目標にそれらを加えることになる。このような方向性の根拠は、裁判員制度の導
入に求められている。目標レベルで「裁判」を組み込むと、当然ながら、内容レベル、方
法レベルでも社会科に新たに加えられるものが出てくる。具体的には、内容レベルで無罪
推定の原則や証拠主義、挙証責任などの裁判の仕組み、裁判官・裁判員、検察や弁護人の
役割などが、また方法レベルでは裁判所見学、模擬裁判という方法・学習活動が導入され
ることになろう。しかしながら、小学校段階で裁判のしくみ等を理解することは非常に困
難を伴うことになる。 
 「裁判」を社会科に導入する第二の方向性は、目標レベルでは社会科の既存の目標を維
持したまま、内容レベルで新たに「裁判」を組み込むものである。この場合、社会的事象
である「裁判」を社会に大きな影響を与えた裁判事例と捉え、新たに内容として加えられ
ることになる。このような方向性の根拠は、近年の社会の変化に対応した新たな教育内容
の導入に必要性に求められている。具体的には、発明の貢献度を巡って発明者と企業の間
で争われた青色ＬＥＤ裁判、賠償金の支払いが確定した各種のハラスメント裁判などの民
事裁判、危険運転致死罪をめぐる刑事裁判などが新たな内容として設定されよう。しかし
ながら、小学校段階でこれらの内容を理解することは非常に困難である。 
 「裁判」を社会科に導入する第三の方向性は、目標レベル、内容レベルは既存の社会科
の目標、内容を維持したまま、方法レベルで新たに「裁判」を組み込むものである。この
場合、社会的事象である「裁判」を議論の場と捉え、既存の社会科授業では困難といわれ
ている議論という学習活動を実現することがめざされる。このような方向性の根拠は、暗
記社会科からの脱却、講義形式授業からの脱却という古くて新しい課題への対応、異なる
価値観を持つものが共生する多元化社会への対応など、多種多様な根拠に求めることがで
きる。 
 本稿では、「裁判」を小学校社会科に導入する第三の方向性に絞り考察を行う。 
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２．社会科における学習活動としての「裁判」 
 社会科授業では。教師と子どもによって社会的事象を説明し合う活動が行われている。
社会的事象に対する説明とは、それらに対して問いを投げかけ、その問いに対する回答を
導き出すというものである。この場合、問いと答えが一対一対応となっているわけではな
く、むしろ、問いと答えの関係が一対多対応の方が多い。つまり、社会科授業で行われて
いることは、社会的事象に対して問いを投げかけ、その問いに対する複数の回答の中でど
れが最も妥当なものかを、教師と子どもで吟味・検証し合うという議論なのである。 
  子どもが議論を行う場合、以下のようなパターンが考えられる。第一に、自身が提出し
た回答の妥当性を対立する第三者と競い合うというものである。この構造を裁判になぞら
えてみよう。この場合、子どもは原告側（あるいは検事）、被告側（あるいは弁護人）の
どちらかになり、自身に有利な判決を争うという形に類似している。その妥当性を教師が
決定するのであれば、教師が裁判官ということになる。他の子どもがその妥当性を判断す
るのであれば、彼らが陪審員ということになる。教師と子どもが合議で判断するのであれ
ば、教師が裁判官、他の子どもが裁判員ということになる。このような授業では、子ども
自身が議論主体となっていよう。 
 第二に、第三者同士が提出した回答を、彼らがその妥当性を競い合い、自身はその議論
を聞いてどちらが妥当かを判断するものである。この場合も裁判になぞらえてみよう、第
三者が原告側、被告側になり、自身は判決を下すという立場になる。判決を下すとき、教
師がその判決に介入しないのであれば、自身が裁判官、あるいは陪審員ということになる。
教師がそこに介入するのであれば、教師が裁判官、自身が裁判員ということになる。この
ような授業では子ども自身が議論主体となる必然性はない。教師自身が議論主体となり、
原告側、被告側の二役を演じるものであろうと、子どもが判断主体となってその議論を聞
くことができればよいことになる。 
 
３．おわりに 
 これまで、子どもが議論する社会科授業についての報告がなされてきた。また、子ども
が議論する社会科授業の作り方、指導法についての提案がなされてきた。しかし、そこで
は、第一のパターンである子ども自身が議論主体となることにこだわりすぎたのではなか
ろうか。社会科授業で議論を行う授業とは、子どもが議論主体になる授業と考えてきたの
ではなかろうか。 
  裁判員制度の導入をひかえ、全国各地で裁判制度による模擬裁判がおこなわれている。
当然のことながら、それらの模擬裁判では、市民は裁判員として参加している。検察官と
して、あるいは弁護人として関与しなければ、その模擬裁判に参加したことにはならない
のであろうか。筆者は、裁判員という立場でも模擬裁判に参加していると考える。裁判員
制度という「裁判」の形式から、社会科授業における議論の第二のパターンについて読み
取ることができる2。 
 
                                                        
【注】 
1 社会科教育学研究において、目標レベル、内容レベル、方法レベルという三つのレベル
で整理することは一般的である。なお、この三つのレベルの相互関係については以下の文
献を参照されたい。 
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 ・拙稿「社会科教育における研究方法論の理論的枠組み－比較・類型化研究の整理を通  
して－」研究成果報告書『教科教育研究の理論的枠組みと体系化に関する総合的研究』  
（平成８年度科学研究費補助金（基盤研究Ｂ）（１）研究代表者 工藤文三）pp.21－26，
1997 年 
  ・拙稿「アメリカの歴史教育理論の研究」全国社会科教育学会著『社会科教育学研究ハ  
ンドブック』明治図書、2001 年、pp.226－235 
2 この点については以下の文献を参照されたい。 
 ・拙稿「ディベートにもとづく社会科授業」社会認識教育学会編『社会科教育のニュー  
パースペクティブ』明治図書、2003 年、pp.246－254 
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